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「メイク・オア・バイ」の意思決定と
会計情報システム (2)
岡部孝好
5. 「バイ」における企業間の会計情報システム
5. 1 情報ネットワークと意思決定の協調
中間生産物の売買においては，多くの取引が固定的な取引相手との間で継
続的に行われ，一方の企業が他方の意思決定によって大きな影響を受けると
いう関係が生まれてしまう。この強い相互依存関係が存在する場合には，そ
れぞれが相手側の行動を見越して自己の行動を調整したり，相手の行動を制
御したりすることがきわめて重要になってくるが，そうした活動は情報シス
テム (informationsystem)の支援を受けなければ効果を発揮しえない。組
織間においても，適切な情報を，適時に入手する仕組みなしに相互の調整や
統制の実をあげるのはむつかしいのである。かくて，取引の当事者は創意エ
夫を疑らして企業と企業との間に情報をャリトリする精巧な仕組みーー情報
システム＿を創りあげるし，またそれぞれの環境下において最も適した形
になるように，それにたえず改良を加えようとする。最も安いコストで最大
の効果をあt.fるため，自分たちで効率的な情報システムをデザインするわけ
である。最新のコンピュータ技術や通信技術を導入しようとする最近の動き
も，そうした当事者の自発的努力の硯われの 1つである。
企業間で取引が構造化されている場合，取引手順だけでなく，契約書，伝
票，報告書などを定型化するのは，従来でもごく普通の実務であった。同様
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の取引が何度も繰り返される場合には，あたかも組織内部での取引でもある
かように，その手続きや帳票などを標準化しておくと，無用の煩雑さが除去
されて，労力や時間の節約がもたらされるし，また誤解や行き遮いなどによ
るコミュニケーションのロスも軽減される。いわゆるビジネス・プロトコル
(business protocol)の統ーは，企業と企業とが触れ合うインターフェース
(interface)を滑らかにして，情報の流れをスムースにする働きがあり，こ
れが結局は取引費用を安くすることになる。この取引費用の削減は他方で反
復的取引を有利にするから，それは企業間関係をますます持続的，安定的な
ものにするのに役立つ。
このプロトコルの統一をさらにいっそう重要にしたのが，最近におけるコ
ンピューク化の波である。コンピュークを利用した情報システムはかつては
組織内部だけのものであったが，昨今ではそれが企業の枠の外に拡がり，他
企業のシステムと接続される事例が増えてきている。この動きにともない浮
上してきた問題は，異種の機械と機械，機械と人間， さらには人間と人間と
の間のインターフェースをいかにうまく形づくるかという点である。独立の
企業と企業との間で円滑に情報を流すには，単に通信回線によってコンピュ
ータ本体をつなぐだけでな<,ハードやソフトの仕様，コード番号，使用手
順なども標準化して，異なる企業の間でも必要な情報が速く，正確に伝わる
ように「情報ネットワーク」 (informationnetwork)を編成しておかなけれ
ばならない。この前提になるのがプロトコルの統ーである。
この企業間の情報ネットワークは現在も発展途上にあり，まだ類型化でき
るほど安定した状態には達していない。しかし，それにはいくつかのタイプ
があることが知られており，最も単純なタイプとしては相手企業のコンピュ
ータにつながった端末を引き込むとか，通信回線を利用して自社の端末から
(14) 
相手企業のコンピュータに直接アクセスするものなどがあげられる。これら
(14) 相手企業のコンピュークにつながった専用端末機を利用するのは最も技術的に
簡単な方法であるが，これによると，取引先が多数の場合には取引先の数だけ端
末機を並べなければならない。このコストは弱小の部品供給業者には大きな負担
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には相手側のファイルを覗くだけのもの一ー一方向的システムー一ーもあれば，
相互にファイルを参照するもの一一双方向システムー~いずれも相
手側のデークペース (database)を「読み取る」という形をとるのが普通で
あり，きわめて限定された範囲とはいえ， コンピュータを通じた「データベ
ース・ディスクロージャー」 (databasedisclosure)が行われているといえ
(15) 
るであろう。最近多くなってきた，取引実績，注残，在庫，営業債権残高な
どを端末機を通じて照会するシステムもその多くがこの方式によっている。
この情報ネットワークをさらに高度化したものに共有データベースを構築
するシステムがあるが，これによる場合には受入企業を中核に放射型ネット
ワークが形成され，多数の供給企業群がデータベースを共同利用することに
(16) 
なる。例えば自動車製造会社を中心とする企業グループにおいては，特許，
部品仕様，図面，作業手順などの技術関連データがこの形のネットワークに
乗せられているといわれる（洩沼， 1984;1986)し， また研究開発関連情報を
共有データベース化して傘下企業群の技術革新を支援するネットワークも最
近増加しつつある。
これらの情報ネットワークは情報の交換に重点をおくものであるが，それ
をさらに1歩前進させたものに取引の自動化がある。各企業内部にある受発
注管理，在庫管理，物流管理などのシステムは，それぞれ独立の組織内シス
になるから，受入企業がこの方法を強制すると，コンフリクトがおきることがあ
る。
(15) 一般投資者向けのデータベース・ディスクロージャーが可能かどうかという問
題は現在の重要な論点の1つである。この点については井尻 (1983)をみられた
い。
(16) 放射型ネットワークは中核企業を主軸にして回線が星型に拡がることからスク
ー・ネートワークともいわれる。これによれば，ェンピュータは垂直的に接続さ
れるから，中核企業が中継しないかぎり，横のコミュニケーションはできない。
そこで，コンピュータを縦にも横にも接続して，車輪型ネットワークにすること
も考えられるが，垂直的企業関係の場合にはこれは大きな問題を引き起こすこと
になりかねない。コンピュータを水平的につなぐと，競争相手に情報が漏れる可
能性があるからである。
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テムであっても，企業の枠を越えて相互に接合しえないものではない。そこ
で，それぞれのシステムを統合する一方で，それに物流業者， 決済機関（金
融機関），通信回線業者などのコンピュークを参画させると，取引の直接の当
事者だけでなく，これら周辺業者をも取り込んだ総合的な企業間ネットワー
クが絹成できる。この総合的なネットワークにおいて定形的な取引の判断を
コンピュータに任せてしまうとすれば， 受発注から納品， 決済にいたるま
で，すべての取引過程が自動化されてしまうし，またそれらの取引経過を逐
ー記録する作業もコンピュークによって代行されることになる。いわゆる自
動受発注，自動配送指示，自動決済などの部分システムを統合し，契約から
その履行にいたるプロセスをすべてコンピュークに指示させ，記録させ，監
視させるわけである。このシステムがうまく機能すれば，取引が迅速化する
だけでなく，事務労働も大幅に削減されるから，取引に関係する直接の費用
に限定しても，その節約額はかなりのものになると思われる。人の役割はコ
ンピュータに決裁を与えることが中心になるであろうし，またそうであるか
(17) 
ら熟練の必要性も軽減され，労働の質も変わってくる可能性が大きい。
これらの企業間システムはマネジメント・コントロール・システム (ma-
nagement control system) というよりも， 企業間に跨るオペレーテン
グ・コントロール・システム (operatingcontrol system)の色彩を強く帯
びていて，取引の自動化が組み込まれている場合でも，コンピュークを通じ
て日々の業務執行に必要な情報をヤリトリすることが中心をなす。しかも，
その際に企業間を流れる情報は技術情報や数量情報が主であって，たとえ原
価や収益といった会計情報が交換される場合でも，それらはせいぜい付随的
なものでしかない。さらにまた，関連ファイルヘのアクセスが許される利用
者もグループ内の取引先企業に狭く限定されていて，だれにでもデークベー
(17) コンピュータ化が労働にどのような影響を与えるかは未知の問題であるが，熟
練の必要を削減するというのは重要なボイントの1つである。これは教育やOJT
の期間を短縮するなどの形で間接的にコストを引き下げるだけでなく，非熟練労
働者に雇用機会を提供することにもなるであろう。
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スが「公開」されるというわけでもない。しかし，組織の枠を越えてコンピ
ュークが広く運用され，企業グループの間で一種のデータベース・ディスク
ロージャーが行われているとすれば，このことは，それ自体がきわめて重要
な意味をもつといわなければならない。それは従来とは比較にならないほど
広い範囲に情報の共有者を押し拡げ，この情報の共有者による意思決定の協
調を助けることになるからである。この連携行動がグループ全体の生産効率
に，したがってまた競争関係に大きな影署を与えることは明白である（宮沢，
1986; 1988)。
相互依存関係が深い場合には，情報ネットワークを通じて相手企業が直面
する環境状況や経営資源の保有状況などを，速く，正確に掌握することの意
義は大きい。情報を共有すれば，相手企業の行動を予測して，それに合わせ
て自己の行動をきめ細かく調整することが容易になるし，またそうであるか
(18) 
ら環境適応の柔軟性は増大する。情報の共有によって企業間の協調行動が促
がされれば，経営資源の利用効率は高まり，さもなければ発生するロスは回
避されるであろう。例えば相手側の在庫状況を知りうるだけでも，それは在
庫保有コストやアイドル・キャパシティを削減するのに大いに役立つことは
明らかである。コンピュータを通じた情報ネットワーク化は，生産と取引の
両面にわたるコストの削減をもたらすのである。
5. 2 コストの削減と取引条件
さて，生産コストが中間生産物の取引価格に影響するとすれば，売手側に
おける生産コストの増加は，結局は買手の調達費用を増加させることになり
がちであるし，また売手側の生産コストの削減は買手の調達費用を引き下げ
ることになりやすい。供給企業におけるコストの増減は，いかなる原因によ
るにせよ， コストを参照して価格が決められるかぎりは，少なくとも幾分か
(18) 現在ではライフ・サイクルの短命化，価値の多様化がすすんでおり，これを受
けて多品種少量生産体制に移行しつつある会社が多い。そのような情況において
は特にこの柔軟性が大きな意義をもつであろう。
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は受入企業に転嫁され，受入企業の売上原価に，したがって会計上の利益数
値に影響を与えることになる。このことは供給企業の生産努力の結果が受入
企業に波及してくることを意味するから，受入企業の側からすれば供給企業
の行動を放置できないということにほかならない。調達先を容易には切り替
えられない状況のもとでは，組織内部の生産プロセスだけでなく，その前段
階に拡がる生産プロセスをも含めてコスト・コントロール (costcontrol) 
を行わなければ，最終製品のコストを引き下げることはできないのである。
かくて，受入企業のコントロール・システムが「川上」 (up-stream)に向け
て拡がり， 「総合的な生産システム」を対象にして効率化が追求されること
(19) 
になる。
もちろん，このような企業間のコントロール・システムでは，コストの削
減だけが狙いになるわけではない。品質を維持することも素材や生産プロセ
スのイノペーションを図ることも同じく重要であるし，長期的視点にたって
供給企業群の技術水準を引き上げることもやはり大切である。この点で，生
産管理部門，研究開発部門などの技術陣と横に連携することは重要な意味を
もつ。しかし，受入企業からすれば，何といっても閲心の焦点になるのは調
達費用の引き下げであり，生産コストの面で優位性を失えば，競争で敗退す
ることにもなりかねない。そこで，調達管理においては，長期的，総合的な
観点に立ちながらも，徹底的にコスト・リダクションを図ることを第1目標
(20) 
にすることになる。
(19) 原価管理は調達交渉から始まるとして，購買部門に任せるのではなく，その管
理を専門に担当する部局を設けている会社が多い。それには集中方式と分散方式
があるといわれる。集中管理とは，中核会社の社長室， 「関連事業部」，「関係会
社部」，社長直属の「主管部」などが， 関係する会社を管理するものである。こ
れに対して，分散方式では，各生産単位が管理にあたる。
(20) 「搾る」ことだけが目的ではなく，「育成」も大切だとして技術指導などにカ
を入れる会社も少なくない。事実， 受入企業にしても， 供給企業を失えばサン
ク・コストを回収しえないし，また新たな調達先を探査する費用を支払わなけれ
ばならない。この点で，供給企業の「育成」とコスト・リダクションをどう調和
させるかは大きな課題である。
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最近では生産硯場でいわゆるファクトリー・オートメーション (factory
automation : FA)が急速に進展しており， これにともない生産活動そのも
のよりも，事前の計画の段階がコスト・コントロールにおいてますます重要
性を増してきている。実際の生産活動で節約できるコストは少なく， 「原価
企画」 (costplanning)によって大部分のコストが決定づけられてしまうか
ら，あらゆる情報をこの段階に集約して，綿密な事前計画を立てることが何
よりも大切だというのである(Patell,1987)。この点は「バイ」の場合にも妥
当し，最初に取引条件がデザインされると，それによって企業間関係の基本
的な部分がほとんど決められてしまい，その後には契約を履行するプロセス
しか残らない。せいぜい事前に予測しえなかった事態に対処する必要があ
るにすぎない。将来におこりうる事態は契約時点で可能なかぎり予測される
し，また予測されえたことは取引条件の中に織り込まれるから，問題の焦点
はどうしても取引条件を協議し交渉する事前のプロセスに移ることになる。
その際，特に重要な意味をもつのが取引価格の交渉である。
5. 3 価格交渉と原価情報
さて，中間生産物の取引において時価は稀にし利用できないとすれば，価
格交渉においては，何等かの形で売手の原価を参照しなければならない。原
価基準方式による場合はいうまでもないが，競争入札方式の場合にもこの点
はかなりの程度まで妥当し，予想される原価についての情報なしは価格交渉
(21) 
をすすめるのは困難である。しかも，その際には，売手だけでなく買手にも
原価情報が必要で，双方が情報を共有しなければ交渉の出発点が定まらない
(21)競争入札でも買手はいろいろな手段を尽くして，原価情報の入手を図ることが
知られている。直接に情報がえられない場合には関連業者から聞きだしたり，
「探り」いれて，原価を推測する方法がよく利用される。例えば，家具を調達す
る場合に， 主要項目の1つひとつに入札させたり， まとめて入札させたりすれ
ば，構成品目の原価についての情報がえられる。売主の原価を分析する目的で，
価格・数量・サービスの組合せをいろいろ変えて入札させるこの「戦略」は「価
格分解」 (pricebreakdown)と一般にいわれている (Corey,1983, pp. 72-73.）。
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ことになる (Corey,1978; 1983)。価格設定 (pricing)に利用される原価情報
といえば，普通は，売手の立場だけから問題が取り上げられるが，垂直的取
引関係の場合には，買手にとっても原価の推定がきわめて重要な意味をもつ
のである。
原価情報を価格交渉の拠所にする場合には，まず「原価」が何を意味する
かが問題になってくる。直接費は当然としても，間接費や管理費をどこまで
カバーするか，どの程度の操業度を想定し，ジョイント・コストはどのよう
に配賦するかなどについて当事者の間にまず共通の理解がなければならな
い。この知識の共有化においては，契約時に積算の方法をいちいち協議して
決定するのも 1つの方法であるが，それが困難な場合にも，少なくとも「ペ
ンチマーク」は事前に定めておく必要があろう。「原価計算基準」などの一
般的Jレールによるにしても，それからどの程度離反するのかを事前にはっき
りさせておかなければ， 「原価」の意味について当事者の了解が成り立たな
いと思われる。
これに続いて必要とされるのは，硯実に原価の大きさがどれだけになるか
を見積もる作業である。この作業は双方にとって必要であるが，最初のステ
ップとして，まず売手の側で予想原価を積算し，その結果を「原価見積書」
(22) 
や「原価明細書」の形で買手側に公式に提供する。原価についてヨリ多くの
知識をもつのは普通は売手の方であるから，売手から買手に原価情報を移転
(23) 
することによって情報の共有化を図るのである。
(22) この点に関して，洩沼 (1984)は次のように報告している。
「価格決定のための基礎資料は，引き合いを受けた部品メーカーが提出する見
積り書と，その原価明細である。……完成車メーカーは••…•この原価の部分をシ
ステマティックな努力によって下げることを相手方に求め，製造塊場の視察も行
うし，相手方から要請があれば，工程や管理方法の改善の指導も行う。」（浅沼，
1984, p. 154.) 
(23) 日本の下請関係では， 受入企業の原価見積りの方が正確な場合がしばしばあ
り，これが下請けの地位を弱めているという指摘も多い。この場面での情報優位
は，価格交渉力を強め，取引を有利に導くことにつながるからである。なお，小
18(18) 第 34巻第 1 号
このような場面においては，高めに原価情報を歪めた方が売手に有利にな
るが，買手はこの機会主義的行動 (opportunism)の危険を事前に察知してお
り，売手の原価見積りを鵜呑みにするようなことはない (Williamson,1985)。
契約前の当然の手順として，それが正当かどうかを自分で調査する。例え
ば，エンジニャとの綿密な連携のもとに，追加資料の要求，工場の訪問など
によって製造工程や原価を洗い直す（浅沼， 1984)。場合によってはさらに供
給企業の会計帳嫁に直接にアクセスして，原価デークを点検するかもしれな
い。カーリィは1970年代に自動車部品の供給業者のケースを調べているが，
それによれば形だけはデータベース・ディスクロージャーによく似ていて，
供給企業の工場もその会計帳簿も受入企業に対していつでも「開かれ」てい
るという (Corey,1983, p. 55.) 
いずれにしても，このように受入企業が調査をするとすれば，その結果は
交渉価格に織り込まれることになろう。供給企業が行った原価の見積りに根
拠があると隠められればそれはそのまま契約につながるが，そうでなければ
最初のステップに戻って，原価の見積りからやりなおすことになる。受入企
業が改めてコスト・ダウンを迫り，これを受けて供給企業が「原価見積書」
を再度提出する。この反復をどこまで徹底させるかは個別事情によるにして
も，基本的には，最終合意に達するまで何度もこのプロセスが繰り返えされ
る。日本の自動車製造会社に定着しているといわれる「相見積」の制度はこ
の方式の典型とみることができよう（浅沼， 1983;1984)。
5. 4 契約の履行と原価情報
既に述ぺたように，受入企業と供給企業との間で取引価格など，取引条件
を決定することは他方でリスクを分担することを意味しており，その決め方
規模の供給企業にはこの価格交渉力を回復するのは至難であるが，大手の売手は
慎重に対抗策を講じているといわれる。例えばカーリは「大きな供給業者はその
顧客と原価情報を共有することを嫌うという特徴がある。そうすることはその交
渉上の立場を弱めると考えている」 (Corey,1983, p. 70.）といっている。
「メイク・オア・バイ」の意思決定と会計情報システム(2i（岡部） （19)19 
によっては危険分担関係は大きく遮ってくることが考えられる。またこの危
険分担関係の造いはインセンティプの在り方にも重大な影善を与えるから，
取引条件によっては資源節約の動機が変わってきて，生産コストに遮いが硯
われる可能性がある。
たしかに，「バイ」の場合には，生産諸要素がその使用者によって「所有」
されているから， 「メイク」の場合に比べて， インセンティブ問題が発生す
る余地は少ないといえるかもしれない。契約によって品質と価格が固定され
ると，供給企業の経営者はコストを可能なかぎり削減する以外に自分を豊か
にする方法はなく，非効率に生産するとそれは結局は自分で自分を貧しくす
る結果になってしまう。「所有と経営の融合」がおきているために， 市場メ
カニズムを通じて強い「賞罰のシステム」が働くし，またそうであるから資
源節約の動機は「メイク」の場合よりもはるかに強くなりがちである。むし
ろ問題は，この動機が過剰になって品質が劣化することの方にあるといえな
(24) 
くもない。
しかし，継続的取引先に対しては，一方で専属契約などの形で意思決定を
拘束し，他方でリスクの一部を肩代わりするケースも現実には少なくない。
長期買受契約，優先買受契約などによって取引数量の保証を与えたり，コス
ト・プラス・コントラクトによって生産技術や要素価格の不確実性を受入企
業が吸収するのがその例である。これらの場合には，供給企業の側における
コスト削減の動機はともすれば希薄になりがちであるし，またそうであれば
コントロール活動はやはり重要になるであろう。例えばコスト・プラス・コ
ントラクトによると，どうしても生産を効率化する動機が弱まるから，契約
上の工夫を通じてそれを人為的に補正する必要性が生まれてくる。価格差異
と能率差異とを分離するなどによって，供給企業が「責任」を負うべきコス
ト増とそうでないものをはっきりさせ，そのうえで効率的生産には賞を，非
(24) 品質の維持とコストの削減は相矛盾していて，品質を上げればコストが高くな
るし，品質を下げればコストが低くなるという関係がある。コスト・コントロー
ルの哀には常に品質管理の問題がある点に注意しなければならない。
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効率な生産には罰を与える仕組みを創っておかなければならない（岡部，
1985)。
このような仕組みは，それを支援する情報，それも特に会計情報なしには
機能しえない。コントロールを効果的に行うには，，モニタリング・システム
(monitoring system)を通じて事実の経過を追跡し，そして次に，このデ
ータを何等かの形で「賞罰のシステム」にリンクさせることが必要である。
会計情報を媒介にしたこのような「賞罰のシステム」へのリンクがあってこ
そ供給企業の経営者の動機が変わり，資源の効率的な利用が図られるのであ
る。この効率的な資源の利用は，他方で調達費用の節約という形で，受入企
業に報いをもたらすことになる。
このように，コントロール活動との関連で会計情報が大きな役割を果たす
が，そのほかに．契約の履行そのもののためにも原価情報が必要になる場合
も考えられる。危険分担関係があれば，契約は情況依存的になるし，情況依
存的になれば何が起きたかは事後に必ず確駆可能でなければならない。例え
ばコスト・プラス・コントラクトにおいては，原価が未確定では支払う金額
を決められず，契約の履行が困難になってしまう。事情は多少遮ってくるに
しても，この点は競争入札の場合にもいえ，原価エスカレータ一条項とか，
クーゲット・インセンテイプ・コントラクトなどによった場合にも，問題の
原価が確定しなければ支払いはできない (Corey,1983)。 したがって， これ
らの場合には，事前に原価計算方法を指定しておいて，事後にその結果につ
いて正式の原価報告を受けることがどうしても必要になる。とかく見落とさ
れやすいが，危険分担が行われる場合には，契約の履行にあたっても会計報
告が重要な役割を果たすのである。
契約の履行で利用されるこのような会計報告では，いつもその信頼性が問
題となる。そこで，会計情報システムを設けるときには，それに監査を組み
込むことが多い。「買手はしばしば売主の原価を定期的に監査する契約上の
権利を手に入れようとする」 (Corey,1983, p. 70.）とカーリィは指摘してい
るが，この場合にも，会計報告に監査がつきまとう点に注意しなければなら
「メイク・オア・バイ」の意思決定と会計情報システム(2)（岡部） （21)21 
ない。
6. 結び
従来では外部から調達していた部品を内製に変更しても，あるいは供給企
業そのものを買収しても，生産のモードは「バイ」から「メイク」に変わり，
取引は市場から組織内に移行する。「メイク」という選択は企業外部の活動
を組織内部に吸い込み，「所有による統合」 (integrationby ownership)を
行うことにほかならない。これに対して，内製部品を外注に切り換えると，
逆に「メイク」から「バイ」への変更がおこり，組織内部で行われていた活
動は組織外部に押し出され， 市場価格に媒介されて取引がすすめられる。
「メイク・オア・バイ」の意思決定には組織の外延を伸縮させる働きがあ
り，それによって組織外部の活動が組織内に移されたり，あるいは組織内部
の活動が組織外部に移されたりするのである。垂直的統合を行うとか事業部
を分社化するといった重大な決定はもとよりとして， 1枚の文書をワープロ
で打つか印刷に回すかといったささいな選択でもこの点は同じであり，した
がって昨日の組織と今日の組織は同じようであっても，その境界は「メイク・
オア・バイ」の意思決定によってたえず動いていることになる (Williamson,
1985)。しかし，会計の文献ではこの事実はまった＜注意されておらず，組織
は明確で固定的な輪郭をもつものとしてしか扱われていない。組織内の会計
ー内部会計ないし管理会計―と市場の会計ー―—外部会計ないし財務会計＿
との間の区別を強調するだけで，それらを分かつ境界そのものにまった＜目
を向けていないのである。これが， ここで指摘しておくべき第1の点であ
る。
第2に， 「バイ」という意思決定になっても， それにともなう会計問題は
一般に考えられているほど単純なものではない。たしかに，あいまいさなし
に市場取引が行われるため，取引の履行過程を会計帳簿に記帳するとか，債
権・債務を管理するだけで問題が片づく場合も少なくない。しかし，企業と
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企業とが特殊な中間生産物を取引するような場合には， 「所有による統合」
に代わって「契約による統合」 (integrationby contracts)が行われるの
が普通であり，受入企業と供給企業群との間に，あたかも組織内部でもある
かのような，濃密な垂直的取引関係が形成される。このような企業関係が成
り立つと，相互に意思決定を調整したり，相手の意思決定をコントロールし
たりすることがたえず必要になるから，企業グループの中に，これらの活動
を支援する「企業間の会計情報システム」が発達することになりやすい。「メ
イク・オア・バイ」に関連したこの企業間の会計情報システムに光をあてる
のが本稿の大きな狙いであった。
これに関連した第3の論点はネットワーク化の進展である。技術革新にと
もなって取引先企業のデータベースを通信回線を通じて利用するケースが
急速に増加してきたが，この情報ネットワークは関係企業グ）レープをメンバ
ーにする例が多く，垂直的取引関係の網の目と多くの場合重なっている。継
続的取引関係にある企業と企業との間にはコミュニケーションを密にする必
要性が高いから，この需要を反映して，企業グ）レープの中で情報ネットワー
クの輪が拡がってきているのである。このようなネットワーキングは一方で
は生産の効率化と取引費用の節約に大きく寄与するが，他方で新しい問題を
引き起こしているのも事実である。事実上データベース・ディスクロージャ
ーに移行しつつあるから，狭い範囲内とはいえ，会計情報を過大に「開示」
してしまうおそれがあるのである。例えば原価情報を取引相手に「完全開
示」するようなことにでもなれば， 価格交渉力は弱まり， 相手企業の「侵
(25) 
入」をますます大きくすることは明白である。それは企業間関係の在り方だ
けでなく，企業クうレープ内の競争状況にも大きな影響を与えるものと考えら
れる。
(25) 洩沼 (1984; 1986)によれば，自動車製造会社の場合でも，この点は十分に考
慮されていて，データペースヘのアクセス権は細かく分けられているという。企
業の垣根があって，グループ内の企業でも，例えば相手先の原価情報には接近で
きないようになっているのである。
「メイク・オア・バイ」の意思決定と会計情報システム(2)（岡部） （23)23 
第4に重要な点は，このような企業間の会計情報システムは，その背後に
ある企業間関係の鷺いを映して，多様な形をとる可能性が強いということで
ある。供給企業と受入企業はもともとは市場における独立の売手と買手にす
ぎず，資本関係などがある場合を除けば，当初から繋がりがあるわけではな
い。明示的または黙示的契約によって， 双方が意識的に「関係」を組み立
て，交渉と合意の結果として自生的に垂應的企業間閲係ができあがるのであ
る。この関係の形成過程においては，あらゆる個別事情が考慮に入れられる
とすれば，漿境が異なるのに，いつでも，どこでも同じ企業間関係が成り立
つようなことはないであろう。取引の当事者が効率性を追求し，取引条件を
合理的にデザインするかぎり， 環境が異なれば， あるいは環境が変化すれ
ば，契約の内容も遮ってきて，遮った企業間関係が生まれるとみなければな
らない。企業間の会計情報システムはこうした企業間関係を背景にして，そ
れをヨリよく機能させるために， 当事者によって創設されるものであるか
ら，これもまた情況に応じて異なったものになる可能性が大きいといえる。
もちろん，このような多様性の中で，規則性を発見することが今後の重要
な課題をなすことはたしかである。企業間の会計情報システムに遮いがある
とすれば，その逮いをもたらす要因を突き止め，そうした遮いがなぜ生まれ
るかを整合的に説明することが必要である。特に，取引条件のデザインを分
析して，危険分担関係を明らかにすることは，この関連できわめて大きな意
味をもつであろう。しかし，こうした課題の追求は別の機会に譲り，とりあ
えずは基本的な分析の枠組みを提示するだけで本稿を閉じることにしたい。
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